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労働者の休業等に「雇用調整助成金」を活用ください！
雇用調整助成金は、景気の変動、産業構造の変化などに伴う経済上の理由によって事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、一時的に休業等(休業および教育訓練）または出向を行って労働者の雇用の維持を図る場合に、休業手当、賃金などの一部を助成するものです。教育訓練を実施した場合には、教育訓練費が加算されます。

	◆支給対象◆　　支給対象事業主：雇用保険適用事業所　支給対象労働者：雇用保険被保険者


	◆主な支給要件◆　☆新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主は特例が適用されます。
○最近１か月の生産量、売上高などの生産指標が前年同期と比べて１０％以上減少していること。
※生産指標の確認期間を３か月から１か月に短縮しています。
（生産指標の確認は提出があった月の前月と対前年同月比で確認します。）
○休業等および出向が労使協定に基づくものであること。（計画届とともに協定書の提出が必要）
○休業等の初日が、令和２年１月24日から令和２年７月23日までの場合に適用。
○新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が６か月未満の労働者についても助成対象。
○過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主について、
・前回の支給対象期間の満了日から１年を経過していなくても助成対象とし、
・過去の受給日数にかかわらず、今回の特例の対象となった休業等の支給限度日数まで受給できます。
（支給限度日数から過去の受給日数を差し引きません）。
○令和２年１月24日以降の休業等計画届の事後提出が、令和２年５月31日まで可能です。
○事業所設置後１年未満の事業主についても助成対象としています。
（※生産指標の確認は提出があった月の前月と令和元年12月と比べます。12月実績は必要です。）
○最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象としています。

	【助成内容と受給できる金額】
休業を実施した場合の休業手当または教育訓練を実施した場合の賃金相当額、出向を行った場合の出向元事業主の負担額に対する助成（率）愛媛県が休業手当額の10分の1の額で、1事業所当たり年100万円を上限に、国の支給決定金額に大企業は5分の1、中小企業は20分の3の額をさらに助成。


大企業　１／２　中小企業　２／３
※対象労働者１人１日当たり８，３３０円が上限です。
（令和２年３月１日現在）
※助成額は、前年度の雇用保険の保険料の算定基礎となる賃金総額等から算定される平均賃金額に休業手当支払率を掛け、1日当たりの助成額単価を求めます。
○教育訓練を実施したときの加算（額）　１人１日当たり１，２００円
○支給限度日数　１年間で１００日



	「新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金」
臨時休業等をした小学校等に通う子ども、新型コロナウイルスに感染したおそれのある、小学校等に通う子どもの世話を保護者として行うことが必要となった労働者に対し、労働基準法上の年次有給休暇とは別途、有給（賃金全額支給）の休暇を取得させた事業主に対して、令和２年２月27日から３月31日にて、有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額×１０／１０を助成します。
＊１日１人当たり8,330円を助成の上限とします。（大企業、中小企業ともに同様）
ご相談は　☆学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター　Tel:0120-60-3999



	【助成金のご相談は・・・】

☆愛媛労働局職業安定部　職業対策課分室（助成金センター）　Tel:089-987-6370
開設時間：8:30～17:15（土、日、祝日を除く）

四国中央商工会議所　特別相談窓口　Tel:0896-58-3530
　開設時間：8:30～17:00（土、日、祝日を除く）
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